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3 
第 1 章  研究目的  
第 1 節  社会的養護領域における親子関係再構築支援  


























は 1,101 件であった虐待相談対応件数が、1999 年度には 11,631 件と、10 年も






























































児童虐待防止法第 13 条第 2 項  
 都道府県知事は、児童虐待を受けた児童について施設入所等の措置が採ら
























（鈴木  2007： 80-83）。  
 






















































関係再構築支援ワーキンググループ  2014： 6）。さらに、親子関係再構築支援
の種類を 6 つに分類している（厚生労働省親子関係再構築支援ワーキンググル








図  1 親子関係再構築支援の種類  








○  ともに暮らす親子に対して  
 ④虐待リスクを軽減し、虐待を予防するための支援  







（ 3）児童福祉施設と児童相談所の関係  
 大場は、「社会的養護を担う施設への入所は、多くは児童福祉法第 27 条第 1
8 


















及び家庭に対する援助指針等、多岐にわたる（厚生労働省  2017： 88-89）。  









（法第 30 条の 2、本指針）  
 
措置の解除、停止、変更及び在所期間の延長  
の際の届け出（則第 27 条）  
 
措置の解除、停止、変更及び在所期間の延長  
















































（厚生労働省  2017： 101）、児童が児童福祉施設を退所した後も、退所後の施
設による援助が円滑及び適切に行われるように情報提供等必要な支援を行うこ











会社会的養護専門委員会  2011： 28）。  
 
第 2 節  児童自立支援施設における親子関係再構築支援  
（ 1）非行と家族の関係  
























童自立支援施設入所児童の 58.5%が被虐待経験を有している（厚生労働省  










































る（厚生労働省  2015： 13）。また在所期間も「 1 年未満」が 1 番多く 59.6%、
次いで「 1 年以上 2 年未満」が 30.6%となっている（厚生労働省  2015： 4）。
以上のことから、家庭復帰に向けた支援がスピーディーに行われる必要がある
といえる。その理由として、児童の年齢と施設の固有性が関係していると考え
られる。施設入所時の児童の年齢をみると、最も多いのが 13 歳で 564 人、次
いで 14 歳 511 人、 12 歳 219 人、 15 歳 142 人の順になっており（厚生労働省  
2015：3）、12 歳から 15 歳は中学生の年齢に該当するが、これらを合計すると、

































出典：筆者  卒業論文内資料  
表 1 インタビュー内容分析  結果  











示す中退率は 48.8%、就職した児童うち 1 年以内に離職した児童の割合を示す
離職率は 60.1%、退所後 1 年以内に逮捕や補導された児童の割合を示す再非行
率は、 16.7%となっている（石飛  2011： 258）。  
 
（ 2）児童自立支援施設における親子関係再構築支援の実践  
 それでもなお、実践現場では児童や親に対する親子関係再構築支援として、
家庭復帰に向け多くの取り組みがなされていることは、先行研究からも明らか


































げるという実践（E 氏）が行われていた。  

































態が生じると指摘する（藤間  2014： 131-133）。  
 一方、藤間は「親子関係を『距離化』する支援」は、「『親が変わらないこと





























第 3 節  研究目的  
 「少年法改正の流れの中で、平成 17 年 7 月 29 日、厚生労働省雇用均等・児
童家庭局に『児童自立支援施設のあり方に関する研究会』が設置され」た（小















する研究会」…（中略）…を設置。（厚生労働省  2006）  
 
本研究会は、 2006 年 2 月に「『児童自立支援施設のあり方に関する研究会』
報告書」を取りまとめた。その内容は、「（ 1）施設における自立支援機能の充














いった 2 通りの分け方が示されている（厚生労働省  2017：23）。しかし、小木
曽が「全国の児童相談所で、非行専任職員若しくは担当部署を設置していると
ころがどれくらいあるか検索することにしたが、実際には、 4 ヶ所程度しか探

















































ない（ 3 施設）」「役割分担を明確にする必要がある（ 3 施設）」等が挙げられて
いた（厚生労働省  2016： 129）。  
 また、児童相談所に対する調査では、親子関係再構築支援に関する社会的養
護関係施設等との連携状況を児童自立支援施設と同様の 3 点から、回答が得ら


























第 4 節  用語の定義  





4 つの要素が大切であるとされている」と述べる（青柳・川島  2008： 193）。  
 
  ①知識や資源を共有する  
  ② 2 人または二つ以上の組織が協働する  
18 
  ③単独では解決できないようなゴールを目指す  

















定義も定まっていないのが現実である」と指摘した上で（亀口  2002： 7）、自
ら「所与のシステムの内外において異なる立場に立つ者同士が、共通の目標に
向って、限られた期間内に互いの人的・物的資源を活用して、直面する問題の
























第 2 章  研究方法  
第 1 節  データ収集方法  
 児童自立支援施設（夫婦制）の寮担当職員 3 名（児童自立支援施設 A の O 氏、
児童自立支援施設 D の F 氏、児童自立支援施設 K の H 氏）と児童自立支援施
設入所児童の親子関係再構築支援を行った経験のある児童福祉司 2 名（児童相
談所 J の G 氏、児童相談所 L の I 氏）と児童相談所の所長 1 名（児童相談所 M
の N 氏）に半構造化インタビューを実施した。インタビュー調査は 2017 年 5






















る。分析方法として M-GTA を選定した理由は 2 つあり、 1 つ目は本分析方法
が「研究する人間」としての筆者の視点で、「いくつか考えられる意味可能性の
























るのか、大きな方向性を設定するもの」（木下  2007： 146）である。一方、分

































第 3 章  分析結果  
第 1 節  分析結果①  児童自立支援施設寮担当職員へのインタビュー調査から  
分析の結果、 9 の概念と 2 つのサブカテゴリー、 3 つのカテゴリーが生成さ
れた。M-GTA による分析結果を文章化したストーリーライン及び結果図（図 3）
を示す。「  」は概念、《  》はサブカテゴリー、【  】はカテゴリーを表す。ま
た、概念やカテゴリーの詳細は後述する。  









































へ発信する》の 2 つのサブカテゴリーからなる。  
《『児童をお預かりしている』責任》は「児童福祉司の信頼」と「情報を活用


































































































題があったときっていうのに来てもらって。」（F 氏）  
 
c．【児童相談所との支援体制の維持】は、「児童福祉司とともに親子の課題に対






























第 2 節  分析結果②  児童相談所の児童福祉司のインタビュー調査から  
分析の結果、 8 つの概念と 3 つのサブカテゴリー、 2 つのカテゴリーが生成
された。M-GTA による分析結果を文章化したストーリーライン及び結果図（図
4）を示す。「  」は概念、《  》はサブカテゴリー、【  】はカテゴリーを表す。
また、概念やカテゴリーの詳細は後述する。  
 






















































































ならへんのでね。」（N 氏）  
《寮担当職員からサポートを受ける》  
《寮担当職員からサポートを受ける》は「寮担当職員からのサポートの有無」
















































































図  4 児童相談所の児童福祉司が児童自立支援施設入所児童の親子関係再構
築支援を行う際の児童自立支援施設との連携展開プロセス  
33 
第 4 章  考察  
 前章の分析①と②において児童自立支援施設の寮担当職員と児童相談所の児
童福祉司の立場から、それぞれの連携展開プロセスが明らかとなった。本章で
は以下の 5 点について考察していきたい。  

























いての措置に併せ（児童福祉）法第 27 条第 1 項第 2 号による保護者への指導
の措置についても適切に実施する（補足筆者）」とされている（厚生労働省  
2017： 87）。しかし、「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」第 84 条の



















































「  」：概念  《  》：サブカテゴリー  【  】：カテゴリー  
   ：コアカテゴリー    ：影響の方向     ：モストコアカテゴリー  









































関係性も違う 2 つの機関が関わることをさらに有効に使う方法を考えたい。  
 
37 














所の連携のあり方について言及している（表 2）。第 1 レベルの「対人関係レベ
ル」は、「関係者一人ひとりと顔と名前が一致した信頼関係を築くことが『はじ
めの一歩』」になるとされる（田中 2014： 170）。第 2 レベルの「実務担当者レ
ベル」では、「出来るだけ具体的な対応策を話し合うことになる」と考えられて




























表 2 連携のあり方  
1.対人関係レベル  信頼関係の構築  
2.実務担当者レベル  具体的対応の協議  
3.機関・組織レベル  機関的対策の協議  




第 5 章  残された課題  



























 本論文執筆にあたり、多くの方にご支援いただいた。児童自立支援施設 A の
B 氏、C 氏、O 氏、児童自立支援施設 D の E 氏、F 氏、児童自立支援施設 K の





施設 A の B 氏、児童自立支援施設 D の P 氏、児童自立支援施設 K の Q 氏、児
童相談所 L の T 氏、児童相談所 M の U 氏には、インタビュー協力者の紹介や
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注  
1 平成 27 年度の児童相談所での児童虐待相談対応件数（速報値）は 103,260




しい」とされている（厚生労働省  2017： 45）。  
3 2011 年の児童福祉法改正に伴い、「児童福祉施設最低基準も改正され、『児童
福祉施設の設備及び運営に関する基準』に法令名を変更」（伊藤  2013： 169）
された。本基準において「児童養護施設における家庭環境の調整は、児童の家
庭の状況に応じ、親子関係の再構築等が図られるように行わなければならない」
（第 45 条第 4 項）と規定されており、児童自立支援施設における家庭環境の





とする施設とする（児童福祉法第 44 条）。  
5 児童自立支援施設は、開放処遇を基本とし、また施設長には「施設の所在す
る地域の住民につき、児童の養育に関する相談に応じ、及び助言を行う」（児童
福祉法第 48 条の 2）努力義務がある等地域に開かれた施設として機能している
面もある。  





することも必要（補足筆者）」と明記されている（厚生労働省  2017： 23）。  
8 図 1 参照。  











省の調査によると、児童養護施設における児童の在所期間は 1 年未満が 15.5%、
1 年以上 2 年未満が 13.5%となっている（厚生労働省  2015： 4）。）  
12 コアカテゴリーをまとめたカテゴリーのため、筆者が「モストコアカテゴリ
ー」と名付けた。  
13 児童自立支援施設の運営形態によっては、寮担当職員にも異動があるが、本
論では、インタビュー協力者を始め、夫婦制の児童自立支援施設の視点から論
を進めている。  
